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  はじめに （「学校いじめ防止基本方針」の策定について） 

 

  いじめは、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格

の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある

ものである。また、近年においては、情報機器を介したいじめや、いじめを通り越した犯罪と言うべき

事案も増加している。 

 

  本校においては、これまでも、｢いじめは、どの生徒にも、どの学校においても起こり得る｣、｢いじ

めの未然防止は学校･教職員の最重要課題｣、｢いじめは絶対に許されない｣、｢いじめはいじめる側が悪

い｣との認識、また、｢誰もがいじめの被害者にも加害者にもなり得るものである｣との十分なる認識の

上、その防止と対策にあたってきた。 

 

  このたび、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）の施行(平成２

５年９月２８日)を受けて、本校は、生徒の尊厳を保持するため、学校・地域住民・家庭その他の関係

者との、今まで以上の連携の下、改めていじめ問題の克服に向けて取り組むよう、法第１３条の規定に

基づき、いじめの防止等（いじめの未然防止、いじめの早期発見およびいじめへの対処をいう。）のた

めの対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針を、「学校いじめ防止基本方針」として、

ここに策定するものである。 

 

１ いじめ防止等に対する基本的な考え方  

 

（１）いじめの定義 

いじめの定義について、法では次のように定めている。 

「いじめ」とは、児童生徒に対して当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等 当該 児童生徒と一

定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通

じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているも

のをいう。 
  この定義を踏まえ、個々の行為が「いじめ」に当たるかどうかの判断は、表面的･形式的にすること

なく、いじめられた生徒の立場に立つことが必要である。 

 

（２）いじめの構造、要因、態様 等（｢いじめへの対応のヒント｣2003 年10 月 東京学校臨床心理研究会運営  
 委員作成より） 

①いじめの構造 （「いじめの4 層構造」森田洋司1986 年 より) 

  ○ いじめる生徒  
  ○ 観衆（はやしたてたり、おもしろがったりして見ている）  
    ○ 傍観者（見て見ない振りをする）  
    ○ いじめられる生徒  
  ※  いじめの持続や拡大には、いじめる生徒といじめられる生徒以外の｢観衆｣や｢傍観者｣        

の立場にいる生徒が大きく影響している。｢観衆｣はいじめを積極的に是認し、｢傍観者｣は       
いじめを暗黙的に支持し、いじめを促進する役割を担っている。  

 

②いじめの原因と背景 

ⅰ)生徒の問題  

     ・対人関係の不得手、表面的な友人関係、欲求不満耐性の欠如、思いやりの欠如、成就感･満足感を 

得る機会の減少、進学をめぐる競争意識、将来の目標の喪失等  
ⅱ)家庭の問題  

・核家族、少子家庭の増加 → 人間関係スキルの未熟さ  
  ・親の過保護･過干渉    → 欲求不満耐性の習得不十分  
  ・親の価値観の多様化    → 協調性･思いやりの欠如、規範意識の欠如、等 
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ⅲ)学校の問題  

・教師のいじめに対する認識不足  
  ・教師も生徒も多忙で、お互いの交流が不十分  
  ・知識偏重等、価値観が限られていると、差別の構造につながりやすい  

・生活指導や管理的な締め付けが強いと、集団として異質なものを排除しようとする傾     

向が生じやすい等  
 

③ いじめの態様 

ⅰ)心理的苦痛 

  ｢冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる｣ 

  ｢仲間はずれ、集団による無視をされる｣ 

    ｢パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる｣ 

ⅱ)物理的苦痛 

  ｢金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする｣ 

    ｢金品をたかられる｣ 

 ⅲ)暴力的苦痛 

 ｢軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする｣ 

    ｢ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする｣ 

    ｢嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする｣ 

 ⅳ)その他 

・いじめの態様としては、心理的苦痛を与えるものが最も多く発生している。 

・暴力的苦痛は心理的苦痛が、物理的苦痛は心理的苦痛と暴力的苦痛が重複することが     

考えられる。 

・いじめられている生徒にとっては、どれをとっても大変な苦痛であることを認識しな     

ければならない。 

 

（３）いじめに対する基本的な考え方 

 ・｢いじめは、どの生徒にも、どの学校においても起こり得る｣ 

  「小中学生への９年間のいじめの追跡調査」 

    国立教育政策研究所 生徒指導･進路指導センター 「いじめ追跡調査 2013-2015 年」より 

   （小４～中３の６年間で） 

仲間はずれ､無視､陰口  された経験がある・・・９割 

した経験がある・・・・９割 

 

 ・｢いじめの未然防止は学校･教職員の最重要課題｣ 

 ・｢いじめは絶対に許されない｣、｢いじめはいじめる側が悪い｣ 

 

 ２ いじめ防止・対策等のための組織の設置  

 

（１）日常の指導体制「いじめ防止委員会」 

   いじめを未然に防止し、早期に発見するために「いじめ防止委員会｣を設置する。 

 

①いじめ防止委員会の構成 

・委 員 長  校長 

 ・副委員長  教頭 

・委  員  主幹教諭、生徒指導部長、総務部長、教務部長、進路指導部長、図書･情報部長、 
     保健･教育相談部長、養護教諭、教育相談担当者、人権･同和教育主任、 

        特別支援教育コーディネーター、学年主任、キャリア教育推進教員、 
道徳教育推進教員、外部専門家(学校評議員､スクールカウンセラー等） 

②いじめ防止委員会の業務 

・｢学校いじめ防止基本方針｣の作成、見直し 
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・年間指導計画の作成 

・学期１回程度の定例会の開催(外部専門家は必要に応じて参加) 

・校内研修会の企画立案 

・中学校からの情報収集と校内への報告（生徒指導部、１年部、保健･教育相談部) 

・実態調査及び情報の整理･分析（生徒指導部、学年部) 

                     ※ ( )内は主管部門。( )書きがないものは、委員会全体で実施。 

 

（２）緊急時の組織的対応「いじめ対策委員会」 

   いじめを認知した時及びいじめが疑われる場合、解決に向け組織的に取り組むために 

  「いじめ対策委員会｣を設置する。 

 

①いじめ対策委員会の構成 

  前記の｢いじめ防止委員会｣の構成員に加えて、次の者を委員とする。 

 ・生徒指導部員 

 ・関係教職員(ＨＲ担任、教科担当、部顧問等) 

 ・人権審議委員 

また、必要に応じて、外部専門家(スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、学校医、

警察、地域の民生委員、弁護士等)を加える。 

  なお、後記する｢重大事態｣が発生した場合は、県教育委員会から派遣される外部専門家を加える。 

②いじめ対策委員会の業務 

・いじめが疑われる案件の事実確認、判断(対象は当事者) 

・詳細調査･把握(対象を観衆･傍観者･他の生徒に広げる) 

・いじめ解決への支援･情報提供、指導･助言 

いじめを受けた生徒(保護者) → 支援･情報提供 

いじめを行った生徒(保護者) → 指導･助言 

観衆･傍観者               → 働きかけ 

・校内の関係部署との報告･連絡･相談、情報の共有 

・外部専門家たる関係機関との報告･連絡･相談 

・継続指導、経過観察 

・事態収束の判断 

・日常の指導体制の充実 

 

 ３ いじめの未然防止と早期発見  

 

（１）いじめの未然防止 ～「いじめはしない・させない・許さない」 

①いじめの未然防止への環境づくりや継続的な取り組み 

   いじめ問題への対応では、いじめを起こさせないための予防的取り組みが求められる。学校にお

いては教育活動全体を通して、自己有用感や規範意識を高め(居場所づくり)、豊かな人間性や社会

性を育てること(絆づくり)が重要である。 

 

 ②いじめの未然防止のための具体的な取り組み 

  ⅰ)学業指導の充実 

・一人一人を大切にした授業づくり･集団づくり、ストレスに適切に対処できる力の育成 

・いじめを行わない態度･能力の育成＜読書活動・体験活動等の推進等＞   

・自尊感情､自己肯定感､規範意識､帰属意識を互いに高める集団づくり 

・コミュニケーション能力を育み、自信を持たせ、一人一人に配慮した授業づくり 

ⅱ)特別活動､キャリア教育､道徳教育の充実 

・ホームルーム活動における望ましい人間関係づくりの活動 

  ・生徒の主体的な取り組み<学年集会など生徒自らが学ぶ取り組み> 

ⅲ)教育相談の充実 

・生徒と担任との面談の定期的実施(４月、６月、９月、11 月、３月) 
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ⅳ)人権教育の充実 

・人権意識の高揚 

・人権･同和教育ＨＲ 

  ・講演会等の開催 

ⅴ)情報モラル教育の充実 

  ・講演会等の開催 

ⅵ)保護者･校区内中学校･地域との連携 

・学校いじめ防止基本方針等の周知 

  ・新入生等の情報収集と校内への報告 

  ・情報の共有等の学校間連携 

  ・学校公開の実施 

 

（２）いじめの早期発見 ～「いじめは早期発見・早期対応が重要」 

①いじめの積極的な認知と情報の共有 

いじめ問題において最も重要なポイントは、早期発見・早期対策である。生徒の言動に留意する  
とともに、何らかのいじめのサインを見逃すことなく発見し、早期に対応することが重要である。 

 

②いじめの早期発見のための具体的な措置 

ⅰ)全教育活動における全教職員による、いじめのサインの発見 

・いじめられている生徒･いじめている生徒のサイン 

    いじめられている生徒は自分から言い出せないことが多い。多くの教員の目で多くの場面で

生徒を観察し、小さなサインも見逃さないことが大切である。  
ⅱ)相談体制の整備 

  ・相談窓口の整備･周知 

・生徒と担任との面談の定期的実施 

ⅲ)教育相談の充実 

・スクールカウンセリングの実施 

ⅳ)定期的調査の実施 

・アンケートの実施(７月、１２月、３月) 

ⅴ)情報の共有 

・要配慮生徒の実態把握 

・報告経路の明示･報告の徹底 

  ・職員会議等での情報共有 

・入学･進級時の引き継ぎ 

 

 ４ いじめ事案への対応  

 

（１）いじめに対する措置 

 ①いじめに対する組織的な対応 

     いじめへの対応は、特定の教職員が抱え込むのではなく、学校に置かれたいじめ対策委員会を中  
心として、校長のリーダーシップのもと、情報を共有しながら学校全体の問題として取り組む。 

 

②いじめの発見・通報を受けたときの対応 

  ※ いじめを受けた生徒や通報した生徒の安全確保を第一とすること。 

ⅰ)発見･通報を受けた教職員は、校内のいじめ防止委員会に報告し､情報を共有する。 

ⅱ)校長(委員長)は、いじめ対策委員会を設置する。 

ⅲ)いじめ対策委員会は、速やかに関係生徒から事情を聴き取る等して、いじめの事実の有無の

確認を行う。 

ⅳ)事実確認の結果を、校長は県教委に報告する。 

・緊急を要する事案については、その都度報告する。 

ⅴ)いじめ対策委員会は、いじめを行った生徒、いじめを受けた生徒、及びそれぞれの保護者、
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いじめが起きた集団等に、支援･情報提供､指導･助言､働きかけを行う。 

ⅵ）いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要がある。  

ただし、これらの要件が満たされている場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断  

する。 

ア) いじめに係る行為が止んでいること 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット上のものを含む。）

が止んでいる状態が相当の期間継続していること。教職員は、相当の期間が経過するまでは、

被害・加害児童生徒の様子を含め状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行為が止

んでいない場合は、改めて相当の期間を設定して状況を注視する。 

 

イ) 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒がいじめの  

行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童生徒本人及びその保護者に    

対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。学校は、いじめが解消に   

至っていない段階では、被害児童生徒を徹底的に守り通し、その安全・安心を確保する責任を  

有する。いじめ防止対策委員会においては、いじめが解消に至るまで被害児童生徒の支援を継 

続するため、支援内容、情報共有、教職員の役割分担を含む対処プランを策定し、確実に実行 

する。 

 

③関係機関との連携 

いじめ問題は学校だけでの解決が困難な場合もある。情報の交換だけではなく、一体的な対応を 
することが重要である。 

ⅰ)県教委との連携 

・関係生徒への支援･指導、保護者への対応方法 

  ・関係機関との調整 

ⅱ)学校相互間の連携 

・いじめを受けた生徒といじめを行った生徒が複数の学校に在籍している場合 

ⅲ)警察との連携 

・心身や財産に重大な被害が疑われる場合 

・犯罪等、違法行為がある場合 

ⅳ)福祉関係との連携 

・家庭の養育に関する指導･助言 

  ・家庭での生徒の生活･環境の状況把握 

ⅴ)医療機関との連携 

・精神保健に関する相談 

  ・精神症状についての治療、指導･助言 

 

④いじめを受けた生徒又はその保護者への支援 

  ⅰ)いじめを受けた生徒への支援 

生徒の苦痛を共感的に理解し、心配･不安･恐怖を取り除くとともに、全力で守り抜くという

｢いじめを受けた生徒の立場｣で継続的に支援する。 

・安全･安心を第一に確保する。 

  ・心のケアを図る。 

  ・今後の対策について共に考える。 

  ・活動の場等に対する配慮をする。 

  ・温かい人間関係を再構築する。 

ⅱ)いじめを受けた生徒の保護者への支援 

家庭訪問等により、以下のことを行う。なお、保護者から相談された場合は、複数の教員で対

応し、事実確認から始めて学校は全力を尽くすという決意を伝え、安心感を与えられるように

する。 

  ・可及的速やかに保護者に事実関係を伝える。 

・併せて、今後の対応等について情報共有を行う。その際、生徒の不安を取り除く等、心のケア等   



6 

の対応も行う。 

・いじめを受けた生徒にとっての信頼できる人（親しい友人や教職員･家族･地域の人等）の存在に  
関して情報交換し、当該生徒に継続的に寄り添い支える体制をつくり、連携していく。 

 

⑤いじめを行った生徒への指導又はその保護者への助言 

ⅰ)いじめを行った生徒への指導 

  事実を確認したら速やかに以下のことを行う。 

・即座に、複数の教員が連携して いじめをやめさせ、その再発を防止する措置をとる。 

   ※いじめ受けた生徒や通報した生徒の安全を第一として確保すること。 

※指導に必要な場合には、出席停止や懲戒、警察との連携による措置も含め、いじめは決して許さ

れないという毅然とした態度で臨むこと。 

  ・いじめを行った生徒の内面を理解しながら、いじめた事実を受容させる。 

  ・いじめた背景や要因の理解に努めさせ、その解消に向かわせる。 

  ・いじめを受けた生徒の痛みを自分のことのように分かることができるようにさせる。 
  ・社会性の向上等、人格の成長に主眼を置いた指導を継続的に行い、今後の生き方を考えさせる。 

ⅱ)いじめを行った生徒の保護者への助言 

   事実を確認したら速やかに以下のことを行う。 

  ・保護者に対しても迅速かつ丁寧に連絡し、事実に対する理解や納得を得る。 

  ・いじめを行った生徒やその保護者の心情に配慮する。 

  ・指導に向けて教師として努力していくこと、また、そのためには保護者の理解･協力が不可欠で 
あることを伝え、継続的な連携を求める。 

ⅲ)保護者同士が対立する場合等 

教師が間に入っての関係調整が必要となる場合がある。 

  ・双方の和解を急がず、相手や学校に対する不信等の思いを丁寧に聴き、寄り添う態度で臨む。 

  ・管理職が率先して対応することが有効な手段となる場合もある。 

  ・県教委や関係機関と連携し、解決を目指す。 

 

⑥いじめが起きた集団への働きかけ 

   被害･加害生徒だけでなく、面白がってみていたり、見て見ぬふりをしたり、止めようとしなか 
ったりした集団に対しても、自分達でいじめ問題を解決する力を育成していくことが大切である。 
・面白がってみていたり、はやしたてるなどの同調行為をとっていたりした生徒に対してそれら 

の行為はいじめに荷担する行為であることを理解するよう指導していく。 

・見て見ぬふりをしたり、止めようとしなかったりした生徒に対しては、自分の問題として捉えさ  
せ、たとえ、いじめを止めさせることができなくても、誰かに知らせる勇気を持つように指導し 
ていく。 

・自己有用感が味わえる集団づくりに努める。 

  ・望ましい人間関係づくりに努める。 

 

⑦ネット上のいじめへの対応 

   ネットいじめとは、文字･画像･写真等を用いて、特定の生徒の誹謗中傷を不特定多数の者や掲示 
板等に送信する、特定の生徒になりすまし社会的信用を貶める行為をする、掲示板等に特定の生徒 
の個人情報を掲載する等といったものであり、犯罪行為である。 

ⅰ)ネットいじめの予防 

  ・フィルタリング･保護者の見守り等の、保護者への啓発 

  ・情報モラル教育の充実 

  ・講演会等の開催 

ⅱ)ネットいじめへの早期発見 

・閲覧者からの情報、被害者からの訴え等による問題把握 

ⅲ)不当な書き込みへの対処 

・状況確認 → 状況の記録  
   → いじめへの対応 

    → 法務局や警察等と適切な連携(削除措置の相談等) → 管理者に連絡して削除依頼 
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⑧特に配慮が必要な児童生徒への対応 

以下に掲げた例をはじめとして、児童生徒本人の事情や、家庭の事情等に照らして学校として 

特に配慮が必要な児童生徒については、日常的に児童生徒の様子を学校全体で把握し、その特性 

や状況を踏まえた適切な支援や指導を行うとともに、保護者や家庭との連携、周囲の児童生徒に 

対する必要な指導を組織的に実施する。また、異なる校種間の連携をさらに進め、配慮が必要な 

児童生徒について情報共有を行う。 

ⅰ）発達障がいを含む、障がいのある児童生徒が関わるいじめについては、教職員が個々の児童生

徒の障がいの特性への理解を深めるとともに、個別の教育支援計画や個別の指導計画を活用した

情報共有を行いつつ、当該児童生徒のニーズや特性、専門家の意見を踏まえた適切な指導及び必

要な支援を行うことが必要である。 

ⅱ）海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒、及び国際結婚の保護者を持つなどの外国につ   

ながる児童生徒は、言語や文化の差から、学校での学びにおいて困難を抱える場合も多いことに   

留意し、それらの差からいじめが行われることがないよう、教職員、児童生徒、保護者等の外国 

人児童生徒等に対する理解を促進するとともに、学校全体で注意深く見守り、必要な支援を行う。 

ⅲ）性同一性障がいや性的指向・性自認に係る児童生徒に対するいじめを防止するため、性同一性  

障がいや性的指向・性自認について、教職員への正しい理解の促進や、学校として必要な対応に  

ついて周知する。 

ⅳ）東日本大震災により被災した児童生徒、又は原子力発電所事故により避難している児童生徒（以 

下「被災児童生徒」という。）については、被災児童生徒が受けた心身への多大な影響や慣れな 

い環境への不安感等を教職員が十分に理解し、当該児童生徒に対する心のケアを適切に行い、細 

心の注意を払いながら、被災児童生徒に対するいじめの未然防止・早期発見に取り組む。 
 

 

 ５ 重大事態への対応  

 

（１）重大事態の意味 

    次に示す場合を、いじめが行われた際の「重大事態」と受け止め、適切に対応する。 

 

○いじめにより当該学校に在籍する生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある 

と認めるとき。 

・生徒が自死を企図した場合 

  ・身体に重大な傷害を負った場合 

  ・金品等に重大な被害を被った場合 

  ・精神性の疾患を発症した場合   など 

 

○いじめにより当該学校に在籍する生徒が「相当の期間」学校を欠席することを余儀なくされている

疑いがあると認められるとき。「相当の期間」については、年間３０日を目安とするが、生徒が一

定期間、連続して欠席するような場合は目安にかかわらず、適切に判断する。 

 

○生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申し立てがあったとき。その時点で学校

が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とは言えない」と考えたとしても、重大事態が発

生したものとして報告・調査等に当たる。 

 

 

（２）重大事態への対応 

①重大事態の調査組織の設置 

学校に設置されている｢いじめ防止委員会｣を母体とした｢いじめ対策委員会｣を設置する。なお、組

織の構成については、専門的知識及び経験を有し、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特

別の利害関係を有しない第三者(外部専門家)の参加を図ることにより、当該調査の公平性・中立性を

確保するように努める。 
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②事実関係を明確にするための調査の実施 

重大事態が発生した場合は、重大事態に至る要因となったいじめの行為が、いつ、誰から行われ、

どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や生徒の人間関係にどのような問題があったか、

学校・教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、可能な限り明確にするために調査を行う。

なお、警察においても捜査（調査）が行われる場合は、相互の緊密な連携に努めるとともに、生徒等

から聴き取りを行うに当たっては、その心情の理解や負担の軽減に十分配慮する。 
 

ⅰ)いじめを受けた生徒からの聴き取りが可能な場合 

  ・調査において、いじめを受けた生徒からの聴き取りができる場合は、その生徒や情報を提供した生 
徒を守ることを最優先に考えて行い、質問紙や聴き取り調査による事実関係の確認を行うとともに、 
いじめた生徒への指導を行い、いじめをやめさせる。いじめを受けた生徒に対しては、事情や心情 
を聴取し、状況に合わせた継続的なケアを行い、落ち着いた学校復帰の支援や学習支援等を行う。 

 

ⅱ)いじめを受けた生徒からの聴き取りが不可能な場合 

  ・生徒の入院や死亡など、いじめを受けた生徒からの聴き取りができない場合は、その生徒の保護者 
の要望・意見を十分に聞き、当該保護者と今後の調査について協議し、調査に着手する。 

       ＜いじめを受けた生徒が自死した場合の対応＞ 

       ・生徒の自死という事態が起こった場合の調査のあり方については、当該事案の事実     

究明及びその後の自死防止に資する観点から、自死の背景調査を実施する。この調査におい

ては、亡くなった生徒の尊厳を保持しつつ、遺族の気持ちに十分配慮しながら、その死に至

った経過を検証し、再発防止策を講ずることをめざして行う。 

○遺族の要望・意見を十分聴取するとともに、でき得る限りの配慮と説明を行う。 

○在校生及びその保護者に対しても、でき得る限りの配慮と説明を行う。 

○死亡した生徒が置かれていた状況として、いじめの疑いがあることを踏まえ、遺族に対し

て主体的に、在校生への詳しい調査の実施を提案する。その際､調査の目的･目標、調査を

行う組織の構成等、調査の概ねの期間や方法、入手した資料の取り扱い、遺族への説明の

あり方、調査結果の公表に関する方針についてでき得る限り遺族と合意しておく。 
○でき得る限り、偏りのない資料や情報をより多く収集し、それらの信頼性の吟味を含めて、

専門的知識及び経験を有する者の援助のもと、客観的、総合的に分析評価を行う。 

○情報発信、報道対応については、プライバシーへの配慮の上、正確で一貫した情報提供を

行う。なお、亡くなった生徒の尊厳の保持や、子どもの自死は連鎖の恐れがあることなど

を踏まえ、ＷＨＯによる自殺報道への提言を参考にする。 

 

③いじめを受けた生徒及びその保護者に対する適切な情報提供 

   いじめを受けた生徒やその保護者に対して、調査により明らかになった事実関係（いじめ行為がい 
つ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がどのように対応したか）について、経過報告 
も含めて、適時・適切な方法で説明を行う。 

  情報の提供に当たっては、他の生徒のプライバシー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配 
慮する必要があるが、いたずらに個人情報保護を楯に説明を怠ることがあってはならない。 

  質問紙等の実施により得られたアンケートについては、いじめを受けた生徒又はその保護者に提供す 
る場合があることをあらかじめ念頭に置き、調査対象となる在校生やその保護者にその旨を説明する 
等の措置をする。 

 

④調査結果の報告 

   調査の結果については、教育委員会を通じて知事に報告する。 
  いじめを受けた生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた生徒又はその保護者の所見 

をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。 
 

※「いじめ重大事態の調査に関するガイドラインの改定について（通知）」（文部科学省 令和６年８月）

に基づいた対応を行う。 
 


